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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第60期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会

計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成14

年９月25日 企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

３ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。 

４ 第60期の自己資本利益率及び株価収益率については、当期純損失が計上されているため記載しておりませ

ん。 

回次 第59期 第60期 第61期 第62期 第63期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 （千円） 16,199,897 15,581,964 16,804,782 16,339,426 15,299,374 

経常利益 （千円） 276,843 271,023 485,969 334,034 234,938 

当期純利益又は当期純損

失（△） 
（千円） 107,592 △124,212 255,711 199,804 135,316 

純資産額 （千円） 4,482,455 4,218,212 4,382,509 4,474,517 4,526,660 

総資産額 （千円） 7,275,031 6,876,128 7,656,669 7,498,819 6,894,095 

１株当たり純資産額 （円） 734.82 691.08 721.49 736.79 745.64 

１株当たり当期純利益又

は当期純損失（△） 
（円） 17.63 △22.38 40.50 31.51 21.12 

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益 
（円） － － － － － 

自己資本比率 （％） 61.61 61.35 57.24 59.67 65.66 

自己資本利益率 （％） 2.40 － 5.95 4.51 3.01 

株価収益率 （倍） 22.85 － 9.88 15.20 28.45 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） 691,592 △240,265 889,311 236,293 595,585 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） △384,635 △621,135 △124,965 △209,212 △553,613 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） 190,200 248,500 △199,259 △406,337 △200,276 

現金及び現金同等物の期

末残高 
（千円） 1,066,959 454,058 1,019,145 639,889 481,585 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数) 
（名） 

319 

(－) 

317 

(－) 

307 

(－) 

318 

(－) 

316 

(36) 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第60期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会

計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成14

年９月25日 企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

３ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。 

４ 第60期の自己資本利益率、株価収益率及び配当性向については、当期純損失が計上されているため記載して

おりません。 

回次 第59期 第60期 第61期 第62期 第63期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 （千円） 15,664,136 14,571,847 15,750,241 15,283,935 14,374,535 

経常利益 （千円） 260,652 257,853 467,795 326,959 231,974 

当期純利益又は当期純損

失（△） 
（千円） 97,882 △129,142 246,655 197,142 135,350 

資本金 （千円） 961,000 961,000 961,000 961,000 961,000 

発行済株式総数 （株） 6,100,000 6,100,000 6,100,000 6,100,000 6,100,000 

純資産額 （千円） 4,472,746 4,204,873 4,361,413 4,452,761 4,507,237 

総資産額 （千円） 7,153,336 6,779,197 7,525,516 7,339,716 6,781,856 

１株当たり純資産額 （円） 733.23 689.10 718.34 733.58 742.65 

１株当たり配当額 （円） 18.00 14.00 16.00 16.00 16.00 

（内１株当たり中間配当

額） 
（円） (9.00) (7.00) (7.00) (8.00) (8.00) 

１株当たり当期純利益又

は当期純損失（△） 
（円） 16.04 △22.97 39.34 31.45 21.34 

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益 
（円） － － － － － 

自己資本比率 （％） 62.53 62.03 57.96 60.67 66.46 

自己資本利益率 （％） 2.19 － 5.76 4.47 3.02 

株価収益率 （倍） 25.12 － 10.17 15.23 28.16 

配当性向 （％） 112.18 － 40.67 50.87 74.97 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数) 
（名） 

307 

(－) 

302 

(－) 

293 

(－) 

304 

(－) 

302 

(31) 



２【沿革】 

年月 概要 

昭和34年３月 自動車及び同部品、用品の販売並びに修理を目的として、静岡県静岡市において、静岡スバル自

動車株式会社を設立 

昭和34年４月 富士重工業株式会社と静岡県及び山梨県下販売特約店契約締結、スバル車の販売及び修理の営業

開始 

昭和41年11月 本社を現在地に移転 

昭和44年４月 鈴与株式会社による当社株式の取得により、同社の関連会社となる 

昭和50年１月 三和自動車株式会社（現ミツワ自動車株式会社）とポルシェ販売代理店契約締結、ポルシェ車の

販売及び修理の営業開始 

昭和50年７月 帝人ボルボ株式会社とボルボ販売特約店契約締結、ボルボ車の販売及び修理の営業開始 

昭和62年１月 帝人ボルボ株式会社からボルボ・カーズ・ジャパン株式会社にボルボ販売特約店契約変更 

平成元年９月 ボルボ・カーズ・ジャパン株式会社からフィクス株式会社にボルボ販売特約店契約変更 

平成６年４月 資本関係強化のため株式の一部移動により、靜甲株式会社の子会社となる 

平成６年９月 静岡県清水市（現静岡市清水区）にボディサービスセンター（板金塗装工場）を開設 

平成７年１月 環境機器等の販売開始 

平成７年３月 山梨県下の富士重工業株式会社の販売特約店契約を山梨スバル自動車株式会社に譲渡 

平成７年11月 600千株公募増資、靜甲株式会社の子会社から関連会社となる 

平成７年11月 日本証券業協会に株式を店頭登録 

平成８年12月 子会社静岡スバル物流株式会社を設立、納車整備・配車業務を移管 

平成９年２月 靜甲株式会社による当社株式の市場買付けにより、同社の関連会社から子会社となる 

平成10年１月 ミツワ自動車株式会社からポルシェジャパン株式会社にポルシェ販売店契約変更 

平成13年10月 会社分割により、静岡ブイオート株式会社（連結子会社）を100％子会社として分社し、ボルボ

販売特約店契約を含むボルボ事業を同社に承継 

平成15年５月 労働者派遣業を目的とする子会社エススタッフサービス株式会社を設立 

平成16年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場 



３【事業の内容】 

 当社グループは、当社、親会社、子会社３社及びその他の関係会社１社により構成されており、自動車・部品等の

商品販売及び整備の他、産業機械等の製造販売・電機冷熱機器等の各種商品の販売等を主な業務としております。 

 当社企業集団の事業にかかわる位置付けは次のとおりであります。 

 以上の事業の系統図は次のとおりであります。 

事業内容 会社 

商品

販売 

スバル新車 静岡スバル自動車株式会社（当社） 

中古車 静岡スバル自動車株式会社（当社） 

輸入車（新車・中古車） 静岡スバル自動車株式会社（当社）・静岡ブイオート株式会社（連結子会社） 

特機（特殊車両） 静岡スバル自動車株式会社（当社）・靜甲株式会社（親会社） 

部品 
静岡スバル自動車株式会社（当社）・靜甲株式会社（親会社）・静岡ブイオート株

式会社（連結子会社） 

整備・その他 
静岡スバル自動車株式会社（当社）・靜甲株式会社（親会社）・静岡ブイオート株

式会社（連結子会社）・静岡スバル物流株式会社（非連結子会社） 

貨物自動車運送事業 静岡スバル物流株式会社（非連結子会社） 

産業機械等の製造販売 靜甲株式会社（親会社） 

電機冷熱機器等の販売 靜甲株式会社（親会社） 

労働者派遣業 エススタッフサービス株式会社（非連結子会社） 

総合物流業 鈴与株式会社（その他の関係会社） 



４【関係会社の状況】 

 （注） 有価証券報告書の提出会社であります。 

５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１ 従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出

向者を含む。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含む。）は、年間の平

均人員を（ ）外数で記載しております。 

２ 当社及び連結子会社は、単一事業分野において営業を行っており、単一事業部門で組織されているため従業

員数は全社共通としております。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１ 従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時雇

用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含む。）は、年間の平均人員を（ ）外数で記載して

おります。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

(3）労働組合の状況 

名称       静岡スバル自動車株式会社労働組合 

組合員数     246名（平成18年３月31日現在） 

労使関係     労使関係は円満に推移しており特記すべき事項はありません。 

なお、連結子会社である静岡ブイオート株式会社には、労働組合はありません。 

名称 住所 
資本金又は
出資金 
（千円） 

主要な事業の
内容 

議決権の所有（被所
有）割合 

関係内容 
所有割合 
（％） 

被所有割
合（％） 

（親会社）             

靜甲㈱（注） 
静岡県静岡市

清水区 
1,337,000 

産業機械等の

製造販売及び

電機機器、特

殊車両の販売

等 

－ 50.35 

商品・部品の仕入及

び不動産の賃借等 

役員の兼任２名 

（連結子会社）             

静岡ブイオート㈱ 
静岡県静岡市

葵区 
80,000 

自動車及び同

部品の販売並

びに整備 

100.00 － 
自動車販売・整備等 

役員の兼任２名 

（その他の関係会社）             

鈴与㈱ 
静岡県静岡市

清水区 
1,000,000 総合物流業 － 22.87 不動産の賃借等 

  平成18年３月31日現在

区分 従業員数（名） 

全社共通 316 (36) 

合計 316 (36) 

  平成18年３月31日現在

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

302 (31) 36.1 13.5 5,239,529 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当連結会計年度のわが国経済は、企業収益の改善に支えられた設備投資及び個人消費の回復により、年間を通し

活況を呈してまいりました。 

 自動車業界におきましては、小型・普通自動車が販売台数370万台（前連結会計年度比1.3％減）と平成13年以降

５年連続の前年割れとなったものの、軽自動車が195万台（同3.6％増）となり、国内新車販売の合計は586万台

（同0.7％増）と微増になりました。 

 （注） 上記の国内新車販売台数586万台には、トラック及びバスが含まれております。 

 このような状況の中、小型・普通自動車の厳しい販売環境に加え、当社グループは軽自動車の販売不振が大きく

響き、スバル新車販売台数が昭和50年以来の5,000台を割る4,543台（同13.3％減）となり、売上高は152億９千９

百万円（同6.4％減）となりました。一方、経常利益につきましては、新型車効果によるポルシェ事業の大幅な伸

長並びに中古車部門、部品・サービス部門が前連結会計年度に引き続き計画通りに収益を確保することができたた

め２億３千４百万円（同29.7％減）となり、当期純利益は１億３千５百万円（同32.3％減）となりました。 

 売上高を部門別に見ますと、商品販売のうちスバル新車販売部門は、軽自動車が主力のＲ２の不振により2,053

台（同18.3％減）と大幅な落ち込みとなりました。小型・普通自動車もコンパクトカー及び多人数乗りに押され

2,490台（同8.8％減）と伸び悩み、スバル新車販売台数の合計は4,543台（同13.3％減）となり、売上高は80億９

千１百万円（同13.8％減）と前連結会計年度に比べ減少いたしました。 

 中古車販売部門におきましては、スバル新車販売の伸び悩みが中古車商品仕入に影響したものの、販売台数は

2,473台（同3.0％減）、売上高は17億７千１百万円（同4.4％減）と計画に近い収益を確保することができまし

た。 

 輸入車販売部門のうち、ボルボ車の新車販売台数が113台（同15.0％減）と低調でありましたが、ポルシェ車が

ＳＵＶ「カイエン」及び911シリーズが引き続き好調なことに加え、平成17年秋には新タイプのスポーツカー「ケ

イマンＳ」も加わり、新車販売台数を82台（同57.7％増）と大きく伸ばしました結果、輸入車販売部門の売上高は

17億４百万円（同16.9％増）となりました。 

 特機販売部門は、塵芥収集車販売台数が34台（同10.5％減）、売上高は１億５千８百万円（同14.8％減）となり

ました。 

 そのほか部品外販の売上高４億７千３百万円（同5.6％増）を合わせた商品販売の合計売上高は122億円（同

8.5％減）となりました。 

 整備部門につきましては、一般の整備台数が減少いたしましたが、前連結会計年度に引き続き重点目標といたし

ました販売、サービス両部門による整備入庫促進活動を推進した結果、車検及び法定12ヶ月点検の整備入庫台数が

ともに年間１万台を初めて超えるなどにより業務量が多かった前連結会計年度並みを確保し、売上高は23億２千６

百万円（同0.5％減）となりました。 

 その他営業収益は、商品販売にかかる奨励金並びに車両登録及び保険等にかかる手数料収入の合計で７億７千２

百万円（同15.9％増）となりました。 

 （注） 上記の金額には消費税等が含まれておりません。 



(2）キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ１億５千８百万円減少し、当連結会計

年度の期末残高は４億８千１百万円（前連結会計年度比24.7％減）となりました。この減少は、新情報システム機

器等の取得、浜松ボディサービスセンターの新設投資等によるものですが、一方、商品在庫の圧縮に努めました

が、仕入債務の減少で相殺されております。 

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とこれらの主な要因は次のとおりであります。 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、５億９千５百万円の増加となりました。（前連結会計年度は２億３千６

百万円の増加）その主なものは、スバル新車販売の伸び悩みもあり仕入債務が減少したものの、商品の長期在庫等

を大幅に圧縮できたことにより、たな卸資産が５億６千５百万円減少（会計処理変更による減少額１億６千１百万

円を含む）したことによるものです。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、５億５千３百万円の減少となりました。（前連結会計年度は２億９百万

円の減少）その主なものは、平成17年４月稼動の新情報システム機器等の取得１億８百万円、浜松板金工場の新設

６千５百万円及び社用車の取得３億４千４百万円によるものです。なお、当連結会計年度から会計処理の変更によ

り、従来商品としていた試乗車及び展示車を社用車として計上したことで、有形固定資産等の取得による支出が従

来と比べ２億６千１百万円増加しております。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、２億円の減少となりました。（前連結会計年度は４億６百万円の減少）

その内訳は、当社の長期借入金の約定返済１億３百万円、配当金の支払９千６百万円であります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）仕入実績 

 （注）１ 金額は仕入価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。 

２ 当社グループは商品の仕入販売を行っているため、生産実績に代えて仕入実績を記載しております。 

(2）受注状況 

 当社グループは商品の仕入販売を行っているため、該当事項はありません。 

(3）販売実績 

 （注）１ 金額は販売価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。 

２ 総販売実績に対し、10％以上に該当する販売先はありません。 

品名 金額（千円） 前年同期比（％） 

商品 

スバル新車 7,379,731 87.7 

中古車 1,084,914 78.6 

輸入車（新車・中古車） 1,522,245 116.9 

特機 132,737 93.7 

部品 1,037,453 98.6 

計 11,157,082 90.8 

品名 金額（千円） 前年同期比（％） 

商品 

スバル新車 8,091,497 86.2 

中古車 1,771,815 95.6 

輸入車（新車・中古車） 1,704,766 116.9 

特機 158,980 85.2 

部品 473,215 105.6 

計 12,200,274 91.5 

整備 2,326,114 99.5 

その他営業収益 772,985 115.9 

合計 15,299,374 93.6 



３【対処すべき課題】 

 平成19年３月期の業績面の最大の課題といたしましては、前述のとおり当連結会計年度を低調に終わったスバル新

車販売部門の業績向上でありますが、平成18年６月に予定されている新型軽乗用車の投入などのプラス材料を活か

し、販売台数増による収益の改善を図ってまいります。 

 また、平成19年３月期は、お客様に安全・快適なカーライフを提供するための『総合営業』をキーワードに、販

売、サービス両部門連携の一層の推進を重点目標としてまいります。そのため、サービス部門の日曜営業体制をと

り、販売、サービスの連携を密にすることでお客様とのコミュニケーション向上を図るとともにＣＳ（お客様満足

度）の改善にも取り組んでまいります。 

 一方、中期的な課題といたしまして、今後の新車需要の動向と関連し、人員の見直しによる経営効率化及び拠点政

策なども検討を進めてまいります。 

４【事業等のリスク】 

 有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出

日現在において当社グループが判断したものであります。 

(1）特定の商品への依存について 

 当社グループの売上高の約80％を富士重工業㈱関連の売上が占めており、中でも、その80％弱は同社の新車販売

による売上であります。したがいまして、当社グループの経営成績は同社のブランド力及び商品力に大きく影響を

受けることになります。 

 このため、当社グループは、安定的な経営成績を維持するため、スバル新車販売部門以外、特にサービス部門の

収益性を高めることを経営目標のひとつとしております。 

(2）事業を取り巻く法的規制または規制緩和の影響について 

 コンプライアンスの面から企業の社会的責任がますます求められておりますが、自動車販売業界におきましても

個人情報保護法等の施行によるコンプライアンスリスクが高まっております。また、間接的ではありますが、仕入

製品の欠陥によるリコール問題も販売側である当社グループの経営成績に影響を与える可能性があります。 

(3）自然災害のリスクについて 

 当社グループの本社所在地であり事業エリアでもある静岡県は、東海大地震発生の危険性が指摘されておりま

す。万が一、想定されているレベルの大規模地震が発生した場合には、一部地域で店舗設備及びサービス工場設備

の損壊並びに人的被害による事業運営の中断が予想されます。 

５【経営上の重要な契約等】 

仕入等の提携 

６【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 

契約会社名 相手方の名称 内容 契約内容 

静岡スバル自動車株式

会社（当社） 
富士重工業株式会社 

富士重工業株式会社の製造する自動車及びそ

の附属品並びに部品の売買に関し静岡県下全

域を販売地域とする販売に関する事項 

販売特約店契約 

〃 
ポルシェジャパン株式

会社 

静岡県下を販売地域とするポルシェ自動車及

びその関連製品の販売及びそれに伴うサービ

ス業務に関する事項 

販売店契約 

静岡ブイオート株式会

社（連結子会社） 
フィクス株式会社 

ボルボ・カーズ・ジャパン株式会社から仕入

れた自動車及びその部品・用品の売買に関

し、静岡県中部を主たる販売地域とする販売

に関する事項 

販売特約店契約 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

(1）重要な会計方針及び見積り 

 当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

おります。当社グループの報告数値に影響を与える引当金等の計上についても、過去の実績、または、各状況下で

最も合理的と判断される前提に基づき、継続して評価を行っております。 

 なお、評価については、見積もり特有の不確実性があるため、実際の結果が異なる場合があります。 

(2）当連結会計年度の経営成績の分析 

① 売上高 

 売上高は、前連結会計年度に比べ6.4％減の152億９千９百万円となりました。この減少の主な要因は、前述の

とおりスバル新車販売部門の販売台数落ち込みによるものでありますが、中でも、軽自動車Ｒ２の不振が大きく

影響いたしました。一方、輸入車販売部門のうちポルシェ事業におきましては新型車の販売好調により大きく売

上高を伸ばすことができました。また、部品・サービス部門はほぼ前連結会計年度並みとなりました。 

② 売上原価、販売費及び一般管理費 

 売上原価は、前連結会計年度に比べ8.6％減の122億９千９百万円となりましたが、これは、富士重工業㈱の車

両販売特約店の基幹システム導入に伴い会計処理方法を変更したことにより、従来製造原価に計上しておりまし

た費用の一部を当連結会計年度より販売費及び一般管理費に計上したこと、及びスバル新車販売部門の販売減に

対応する原価の減少によるものであります。 

 販売費及び一般管理費は、上記理由により前連結会計年度に比べ9.2％増の27億８千３百万円となりました。 

 なお、会計処理方法の変更に伴い、製造原価は従来の方法と比較して１億９千７百万円減少し、販売費及び一

般管理費は同額増加しております。 

③ 営業利益 

 営業利益は、売上高の減少及びスバル新車販売の競争激化による売上利益率低下に伴い前連結会計年度に比べ

35.8％減の２億１千６百万円となりました。 

④ 営業外損益 

 営業外収益は、前連結会計年度に比べ105.2％増の２千９百万円となりました。この増加の要因は、受取手数

料の増加及び重量税還付金収入であります。 

 営業外費用は、前連結会計年度に比べ37.8％減の１千万円となりました。これは、商品評価損の減少によるも

のであります。 

⑤ 経常利益 

 経常利益は、売上高の減少に伴い、前連結会計年度に比べ29.7％減の２億３千４百万円となりました。 

⑥ 特別損益 

 特別損益は、前連結会計年度に比べ固定資産除却損が少額であったことにより、前連結会計年度の８百万円の

損失に対し３百万円の損失となりました。 

⑦ 当期純利益 

 以上によりまして、当連結会計年度の当期純利益は、前連結会計年度に比べ32.3％減の１億３千５百万円とな

りました。 

(3）経営成績に重要な影響を与える要因について 

 自動車ディーラー事業の経営成績は、中核である新車販売の成績に大きく左右されますが、これは全体需要の増

減とともに取扱いメーカーの商品構成、商品力及び商品戦略に拠るところが大であります。 

(4）戦略的現状と見通し 

 当社グループを取り巻く事業環境のうち、最も影響の大きい新車需要は、平成３年度の約730万台をピークに、

平成10年度以降は８年連続で600万台を割り込み、当連結会計年度は586万台とほぼ前期並みとなりました。車種別

に見ると、小型・普通自動車が減少傾向にある一方、軽自動車市場は拡大しており、今後しばらくはこの傾向が続

く見通しであります。 

 また、ミニバン（多人数乗り車）やコンパクトカーの需要増に見られるとおり、顧客のライフスタイルの変化や

多様化等に伴い、売れ筋の車種が明らかに変化しております。 

 このような新車販売市場の動きに対し、富士重工業㈱の商品政策といたしましては、大きく落ち込んでおります

軽自動車販売へのテコ入れとして平成18年６月に新型軽乗用車を発売いたしますが、これ以外にも順次小型・普通

車のモデルチェンジや新商品の市場投入が計画されております。 

 また、当社グループといたしましては、新車販売に左右されにくい経営を行う意味で、スバル新車販売部門以外

の部門、特にサービス部門の収益力強化に引き続き取り組んでまいります。 

 なお、当該事項は有価証券報告書提出日現在において判断したものであります。 



(5）資本の財源及び資金の流動性についての分析 

 当社グループの所要資金は、営業活動によるキャッシュ・フローを主な財源とし、設備投資等の長期の施策につ

いては、銀行借入によりその一部を充当しております。 

（キャッシュ・フローの分析） 

 当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、４億８千１百万円と前連結会計年度末に比べ１億５千８百万

円の減少となりました。この減少は、新情報システム機器等の取得、浜松ボディサービスセンターの新設投資等に

よるものです。 

(6）経営者の問題認識と今後の方針について 

 当社グループ経営陣は、現在の事業環境及び入手可能な情報に基づき最善の経営方針を立案するよう努めており

ます。 

 今後、新車需要が大きく伸びることが期待しにくい成熟した市場において、安定的な業績を維持するためには、

前述のとおり新車販売部門以外の収益の安定的拡大であると認識しております。具体的施策として、平成18年４月

からサービス部門の日曜営業を開始いたしましたが、これによりまして販売、サービスの連携を一層深め、顧客へ

のキメ細かなサービスを提供できる体制を整え、整備入庫台数の拡大につなげてまいります。また、継続して推進

してまいりましたフロントマンの増員やスタッフの顧客対応力向上によるサービス受付体制の充実につきまして

は、顧客満足度向上の重点テーマとして引き続き取り組んでまいります。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当連結会計年度の設備投資については、事業部門等における施設の充実と基幹業務の効率化を目的として実施いた

しました。設備投資の総額は600,772千円であります。主なものは、各部門において使用する社用車の取得（506,132

千円）並びに浜松ボディサービスセンターの新設（31,654千円）及び富士重工業株式会社が開発した新情報システム

機器等の取得（30,160千円）に係るものであります。 

 なお、社用車の取得（506,132千円）には、会計方針の変更により期首において「たな卸資産」から「機械装置及

び運搬具」への振替額（161,829千円）が含まれております。 

 また、営業に重要な影響を及ぼす固定資産の売却、撤去はありません。 



２【主要な設備の状況】 

(1）提出会社 
  平成18年３月31日現在

事業所名 
（所在地） 

事業部門別の状況 設備の内容 

帳簿価額 

従業 
員数 
(人) 

建物及び
構築物 
（千円） 

機械装置
及び運搬
具 
（千円） 

土地 
その他 
（千円） 

合計 
（千円） 面積 

（㎡） 
金額 
（千円） 

本社 

（静岡県静岡市） 
会社管理業務 管理業務施設 99,617 5,532 － － 24,256 129,405 16 

清水営業所・清水ボデ

ィサービスセンター・

業務部・部品サービス

部 

（静岡県静岡市） 

スバル新車販売部門 

部品部門・整備部門

営業統括業務 

ショールーム

及び事務所並

びにサービス

工場 

62,647 37,171 6,206.40 90,811 4,858 195,488 55 

伊東営業所 

（静岡県伊東市） 

スバル新車販売部門 

部品部門・整備部門 

ショールーム

及び事務所並

びにサービス

工場 

20,688 10,054 
(90.00)

791.76 
65,290 1,170 97,204 8 

三島営業所 

（静岡県駿東郡清水

町） 

スバル新車販売部門 

部品部門・整備部門 

ショールーム

及び事務所並

びにサービス

工場 

36,273 14,194 
(799.30)

1,507.95 
70,854 2,083 123,405 14 

沼津支店 

（静岡県沼津市） 

スバル新車販売部門 

部品部門・整備部門 

ショールーム

及び事務所並

びにサービス

工場 

96,368 16,626 
(743.11)

2,668.42 
41,810 941 155,747 27 

富士営業所及びカース

ポット富士 

（静岡県富士市） 

スバル新車販売部門 

スバル中古車部門 

部品部門・整備部門 

ショールーム

及び事務所並

びにサービス

工場 

95,438 15,600 
(1,648.62)

1,594.04 
37,876 939 149,856 20 

富士宮営業所 

（静岡県富士宮市） 

スバル新車販売部門 

部品部門・整備部門 

ショールーム

及び事務所並

びにサービス

工場 

88,245 13,392 1,611.78 205,642 1,834 309,114 10 

清水港営業所 

（静岡県静岡市） 

スバル新車販売部門 

部品部門・整備部門 

ショールーム

及び事務所並

びにサービス

工場 

4,412 12,756 
(1,162.20)

－ 
－ 471 17,640 7 

静岡支店 

（静岡県静岡市） 

スバル新車販売部門 

部品部門・整備部門 

ショールーム

及び事務所並

びにサービス

工場 

70,885 15,905 
(607.00)

1,565.24 
593,740 1,146 681,676 8 

静岡西営業所 

（静岡県静岡市） 

スバル新車販売部門 

部品部門・整備部門 

ショールーム

及び事務所並

びにサービス

工場 

138,648 24,438 
(801.94)

3,217.72 
551,903 4,383 719,374 15 

焼津営業所 

（静岡県焼津市） 

スバル新車販売部門

部品部門・整備部門 

ショールーム

及び事務所並

びにサービス

工場 

9,550 8,004 
(562.00)

1,194.00 
96,600 1,127 115,282 10 

島田営業所 

（静岡県島田市） 

スバル新車販売部門 

部品部門・整備部門 

ショールーム

及び事務所並

びにサービス

工場 

67,067 14,702 
(887.42)

1,330.91 
8,233 798 90,802 16 

掛川営業所 

（静岡県掛川市） 

スバル新車販売部門 

部品部門・整備部門 

ショールーム

及び事務所並

びにサービス

工場 

43,331 18,129 
(220.00)

1,809.83 
8,871 1,321 71,653 16 

 



(2）国内子会社 

 （注）１ 投下資本金額は有形固定資産の帳簿価額であります。 

２ 帳簿価額のうち「その他」は「工具器具及び備品」であります。 

３ （ ）内の数字は賃借中のものを外数で示しております。また、建物等につきましても一部を賃借にて使用

しております。 

４ 提出会社の本社と清水営業所は同敷地内にあり、本社の土地については清水営業所に含めて記載しておりま

す。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

(1）重要な設備の新設 

 該当事項はありません。 

(2）重要な設備の除却 

 該当事項はありません。 

事業所名 
（所在地） 

事業部門別の状況 設備の内容 

帳簿価額 

従業 
員数 
(人) 

建物及び
構築物 
（千円） 

機械装置
及び運搬
具 
（千円） 

土地 
その他 
（千円） 

合計 
（千円） 面積 

（㎡） 
金額 
（千円） 

磐田営業所 

（静岡県磐田郡豊田

町） 

スバル新車販売部門 

部品部門・整備部門 

ショールーム

及び事務所並

びにサービス

工場 

13,895 11,147 1,652.89 120,000 888 145,931 9 

浜松支店・浜松ボディ

サービスセンター・ポ

ルシェ事業部浜松営業

所 

（静岡県浜松市） 

スバル新車販売部門 

輸入車販売部門 

部品部門・整備部門 

ショールーム

及び事務所並

びにサービス

工場 

60,731 44,618 
(2,283.00)

2,676.92 
121,752 7,957 235,059 30 

浜松北営業所 

（静岡県浜松市） 

スバル新車販売部門 

部品部門・整備部門 

ショールーム

及び事務所並

びにサービス

工場 

54,867 22,058 
(166.60)

1,381.33 
36,001 1,634 114,561 10 

浜松西営業所 

（静岡県浜松市） 

スバル新車販売部門 

部品部門・整備部門 

ショールーム

及び事務所並

びにサービス

工場 

20,748 9,544 
(576.00)

729.92 
120,000 1,441 151,735 9 

カースポット清水 

（静岡県静岡市） 

スバル中古車販売部

門 

展示場及び事

務所 
31,803 1,084 

(3,677.18)

－ 
－ 360 33,247 7 

カースポット沼津 

（静岡県沼津市） 

スバル中古車販売部

門 

展示場及び事

務所 
8,568 804 

(1,045.03)

－ 
－ 368 9,740 3 

カースポット浜松 

（静岡県浜松市） 

スバル中古車販売部

門 

展示場及び事

務所 
9,579 293 

(3,348.62)

－ 
－ 409 10,282 4 

カースポット藤枝 

（静岡県藤枝市） 

スバル中古車販売部

門 

展示場及び事

務所 
8,157 50 

(1,529.76)

－ 
－ 374 8,582 2 

ポルシェ事業部本社営

業所 

（静岡県静岡市） 

輸入車販売部門 

部品部門・整備部門 

ショールーム

及び事務所並

びにサービス

工場 

33,006 26,852 2,224.37 510,553 1,980 572,394 6 

合計     1,074,533 322,964 
(20,147.78)

32,163.48 
2,679,941 60,748 4,138,187 302 

  平成18年３月31日現在

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業部門別の
状況 

設備の内容 

帳簿価額 

従業員数
（人） 

建物及び
構築物 
（千円） 

機械装置及
び運搬具 
（千円） 

土地 
（面積） 
（㎡） 

その他 
（千円） 

合計 
（千円） 

静岡ブイオー

ト㈱ 

本社 

（静岡県静岡市） 

輸入車販売部

門 

販売業務用

設備 
877 14,792 

(1,172.63)

－ 
1,342 17,012 12 

〃 
島田営業所 

（静岡県島田市） 

輸入車販売部

門 

販売業務用

設備 
－ 140 － 53 193 2 

合計       877 14,932 
(1,172.63)

－ 
1,395 17,206 14 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注） 有償一般募集 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 22,000,000 

計 22,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成18年３月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年６月28日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 6,100,000 6,100,000 ジャスダック証券取引所 － 

計 6,100,000 6,100,000 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成７年11月14日 

（注） 
600,000 6,100,000 231,000 961,000 307,360 827,360 

入札による募集 発行数 500,000株

  発行価格 770円

  資本組入額 385円

  払込金額総額 453,360千円

入札によらない募集 発行数 100,000株

  発行価格 850円

  資本組入額 385円

  払込金額総額 85,000千円



(4）【所有者別状況】 

 （注） 自己株式39,000株は、「個人その他」に39単元含まれております。 

(5）【大株主の状況】 

  平成18年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数1,000株） 
単元未満株
式の状況 
（株） 

政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 11 3 10 1 － 261 286 － 

所有株式数 

（単元） 
－ 491 3 4,539 5 － 1,062 6,100 － 

所有株式数の

割合（％） 
－ 8.05 0.05 74.41 0.08 － 17.41 100 － 

  平成18年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

靜甲株式会社 静岡県静岡市清水区天神二丁目８番１号 3,052 50.03 

鈴与株式会社 静岡県静岡市清水区入船町11番１号 1,386 22.72 

堀池 茂 静岡県藤枝市 186 3.05 

株式会社清水銀行 静岡県静岡市清水区富士見町３番１号 169 2.77 

鈴木 辰衛 静岡県静岡市清水区 150 2.46 

株式会社静岡銀行 静岡県静岡市葵区呉服町一丁目10番地 150 2.46 

川津 妙子 東京都渋谷区 75 1.23 

焼津水産化学工業株式会社 静岡県焼津市小川新町五丁目８番13号 52 0.85 

第一生命保険相互会社 

（常任代理人 資産管理サー

ビス信託銀行株式会社） 

東京都千代田区有楽町一丁目13番１号 

（東京都中央区晴海一丁目８番12号 晴海

アイランドトリトンスクエア オフィスタ

ワーＺ棟） 

50 0.82 

東京海上日動火災保険株式会

社 
東京都千代田区丸の内一丁目２番１号 40 0.66 

株式会社損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿一丁目26番１号 40 0.66 

計 － 5,350 87.70 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

(7）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  平成18年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式   39,000 
－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  6,061,000 6,061 － 

単元未満株式 － － － 

発行済株式総数 6,100,000 － － 

総株主の議決権 － 6,061 － 

  平成18年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式）           

静岡スバル自動車

株式会社 

静岡県静岡市清水

区長崎南町１番38

号 

39,000 － 39,000 0.64 

計 － 39,000 － 39,000 0.64 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類】普通株式 

イ【定時総会決議による買受けの状況】 

 該当事項はありません。 

ロ【子会社からの買受けの状況】 

 該当事項はありません。 

ハ【取締役会決議による買受けの状況】 

 該当事項はありません。 

ニ【取得自己株式の処理状況】 

 該当事項はありません。 

ホ【自己株式の保有状況】 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

 該当事項はありません。 

  平成18年６月28日現在

区分 株式数（株） 

保有自己株式数 39,000 

  平成18年６月28日現在

区分 株式の種類 株式数（株） 価額の総額（円） 

自己株式取得に係る決議 － － － 



３【配当政策】 

 当社は利益配当につきまして、株主の安定配当の継続を基本に、業績の状況、財務体質強化のための内部留保及び

今後の展望を総合的に勘案して決定する方針をとっております。 

 上記のとおりの方針に基づきまして、当期の配当金は１株につき16円（うち中間配当額８円）といたしました。こ

の結果、当期の配当性向は74.97％、自己資本利益率は3.02％、株主資本配当率は2.15％となります。 

 （注） 当期の中間配当に関する取締役会決議日 平成17年11月16日 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は平成16年12月12日までは日本証券業協会におけるものであり、平成16年12月13日以降はジャ

スダック証券取引所におけるものであります。なお、第62期の事業年度別最高・最低株価のうち、（ ）表示

は日本証券業協会の公表のものであります。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価はジャスダック証券取引所におけるものであります。 

回次 第59期 第60期 第61期 第62期 第63期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高（円） 480 425 480 
529 

(505) 
601 

最低（円） 375 300 315 
449 

(400) 
450 

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高（円） 600 585 565 600 601 601 

最低（円） 520 530 539 560 540 550 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

取締役会長   鈴木 惠子 昭和25年２月27日生 

平成12年６月 日本機械商事株式会社（本社：

東京都）監査役 

7 

平成13年６月 靜甲株式会社取締役 

平成14年４月 同社取締役社長（現任） 

平成16年６月 当社取締役 

平成18年５月 日本機械商事株式会社取締役会

長（現任） 

平成18年６月 当社取締役会長（現任） 

取締役社長 代表取締役 小野田 敦 昭和19年６月６日生 

昭和43年３月 静甲いすゞ自動車株式会社（現

靜甲株式会社）入社 

－ 

平成７年６月 靜甲株式会社取締役経理部長兼

企画室長 

平成14年９月 靜甲株式会社取締役管理部門担

当（現任） 

平成18年４月 当社顧問 

平成18年６月 当社取締役社長（代表取締役）

（現任） 

取締役 
営業統括兼業務

部長 
佐野 一秀 昭和18年１月９日生 

昭和63年４月 靜甲株式会社入社 

5 

平成９年４月 当社入社CS推進室長 

平成９年６月 当社取締役中部営業部長兼業務

部長 

平成13年６月 当社取締役総務部長 

平成16年５月 静岡ブイオート株式会社取締役 

平成17年５月 静岡ブイオート株式会社代表取

締役社長（現任） 

平成18年６月 当社取締役営業統括兼業務部長

（現任） 

取締役   鈴木 武夫 昭和19年３月12日生 

昭和42年４月 日本輸出入銀行入行 

－ 

昭和49年12月 静甲いすゞ自動車株式会社（現

靜甲株式会社）取締役 

昭和55年11月 静甲いすゞ自動車株式会社（現

靜甲株式会社）常務取締役 

平成８年６月 株式会社ケンウッド常務取締役

国際営業本部長 

平成12年２月 デンセイ・ラムダ株式会社代表

取締役社長（現任） 

平成18年６月 当社取締役（現任） 

取締役 
中古車部長兼ポ

ルシェ事業部長 
武田 一芳 昭和20年９月10日生 

昭和43年４月 当社入社 

－ 

平成８年１月 富士宮営業所長 

平成15年６月 中古車部長兼ポルシェ事業部長 

平成16年６月 執行役員中古車部長兼ポルシェ

事業部長 

平成18年６月 取締役中古車部長兼ポルシェ事

業部長（現任） 

取締役 
部品サービス部

長 
松本  博 昭和23年２月28日生 

昭和41年４月 当社入社 

－ 

平成６年４月 清水ボディサービスセンター長 

平成16年６月 部品サービス部長 

平成16年６月 執行役員部品サービス部長 

平成18年６月 取締役部品サービス部長（現

任） 

 



 （注）１ 監査役 杉本 護、小林和仁の両氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

２ 取締役鈴木武夫は取締役会長鈴木惠子の配偶者であります。 

３ 取締役武田一芳は取締役佐野一秀の弟であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

取締役 営業部長 寺岡 隆之 昭和31年１月11日生 

昭和53年４月 当社入社 

－ 

平成８年４月 東静岡営業所（現静岡支店）長 

平成14年４月 浜松営業所（現浜松支店）長 

平成16年６月 執行役員西部営業部長 

平成18年６月 取締役営業部長（現任） 

常勤監査役   稲穂 誠 昭和17年８月22日生 

昭和38年12月 当社入社 

－ 

昭和58年６月 浜松営業所長 

平成３年６月 取締役経路推進担当部長 

平成10年６月 常勤監査役（現任） 

監査役   那須 末造 昭和14年９月５日生 

昭和37年３月 静甲いすゞ自動車株式会社（現

靜甲株式会社）入社 

1 

平成３年７月 当社経理部長 

平成12年３月 当社を退社（同時に靜甲株式会

社退職） 

平成13年６月 当社常勤監査役 

平成16年６月 当社監査役（現任） 

監査役   杉本 護 昭和18年１月10日生 

平成８年７月 上野税務署長 

2 

平成９年７月 名古屋国税局総務部会計課長 

平成12年７月 静岡税務署長 

平成13年７月 杉本 護税理士事務所所長（現

任） 

平成16年６月 当社監査役（現任） 

監査役   小林 和仁 昭和24年４月14日生 

平成11年10月 株式会社清水銀行吉原支店長 

－ 

平成13年４月 同行支店営業部長 

平成13年６月 同行取締役経営監理部担当 

平成15年６月 同行常務取締役支店営業部担当 

平成15年７月 同行常務取締役 総合統括部・

総務管理部担当 

平成16年６月 当社監査役（現任） 

平成17年４月 同行専務取締役（現任） 

        計 15 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社は、迅速、正確な経営情報の把握による機動的な意思決定を目指すとともに、法令を遵守し企業倫理を高め

ることを重要な課題に位置付け、経営管理組織の運営を行っております。 

(2）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

① 当社の機関の基本説明 

 当社は監査役制度採用会社であります。 

 取締役会は、当事業年度末現在取締役４名、監査役４名（うち社外監査役３名）及び執行役員４名の出席のも

と月１回以上開催し、経営の意思決定及び業務執行の監督を行っております。さらに、取締役、常勤監査役及び

執行役員で構成される経営会議を月１回以上開催し、取締役会に諮る重要事項の審議を行うとともに迅速な経営

対応及び経営情報の共有化に努めております。 

 監査役会につきましては、常勤監査役１名をはじめとする４名は取締役会への出席や業務、財産状況の調査を

通じ、取締役の職務執行の監督を行っております。 

 また、社長直轄の監査室が、内部監査規程に基づき法令及び社内規程の遵守状況等の内部監査を定期的に実施

しております。 

② 会社の機関・内部統制システム 



③ 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

 監査役につきましては４名のうち社外監査役３名の体制であります。 

 平成16年６月には執行役員制度を導入し、現在４名の執行役員が事業計画及び取締役会の決定に基づき担当業

務を執行しております。本制度導入の目的は、執行役員の取締役会、経営会議への出席等を通じ、経営の意思決

定のスピードアップを図るとともに、業務執行責任を明確にすることにあります。 

④ 内部監査及び監査役監査の状況 

 当社の内部監査の状況は、社長直轄の監査室がすべての部・拠点に対し定期内部監査を実施するとともに、必

要に応じて臨時監査を行うなど、法令及び社内規程の遵守状況等について監査を行い、当該監査結果を社長に報

告しております。 

 監査役監査の状況は、常勤監査役を中心に、期初に定めた監査の方針及び監査業務分担に基づき、取締役会及

びその他の重要会議に出席するほか、取締役等から営業の状況を聴取し、また、拠点往査、重要決裁書類の閲覧

等により、監査を実施しております。 

⑤ 会計監査の状況 

 当社の会計監査業務を執行した公認会計士は山本哲也氏及び山下和俊氏であり、あずさ監査法人に所属してお

ります。また、当該監査業務に係る補助者は、同監査法人に所属する公認会計士５名、会計士補３名でありま

す。 

 同監査法人は、期中監査及び期末監査を通じ、また、拠点往査及び棚卸し立会い、残高確認状発送・確認等を

実施し、商法に基づく会計監査を執行しております。また、証券取引法に基づき、有価証券報告書（半期報告書

を含む）の監査を執行しております。 

 なお、当社と同監査法人及び業務執行社員の間には特別の利害関係はありません。 

⑥ 内部監査、監査役監査及び会計監査の相互連携 

 監査室は監査役監査の補助を行うとともに必要に応じ内部監査の結果を監査役に報告しております。また、監

査役と監査室は会計監査人による監査報告会に出席し、相互に連絡を取り、連携を図っております。 

⑦ 社外監査役との関係 

 社外監査役のうち小林和仁氏は、当社の株主でもある取引銀行の専務取締役でありますが、当社の取締役及び

その他の監査役との特別な人的関係を有さず、当社との間に個人的な資本的関係及び取引関係等の利害関係はあ

りません。 

(3）リスク管理体制の整備の状況 

 当社のリスク管理体制は、取締役会及び経営会議による経営全般のリスクマネジメント並びに監査室による内部

監査のほか、コンプライアンス委員会を必要に応じて開催し、事業を取り巻く法令遵守を中心に協議・検討し、総

務部、経理部または所管部門を通じ全社への周知徹底を図っております。 

(4）役員報酬の内容 

取締役の年間報酬総額 27,900千円 

監査役の年間報酬総額 15,772千円（うち社外監査役 13,372千円） 

(5）監査報酬の内容 

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬  9,000千円 

上記以外の業務に基づく報酬                － 



第５【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第５号）附則第２項の

ただし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第５号）附則第２項のただ

し書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日ま

で）及び前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）並びに当連結会計年度（平成17年４月１日から

平成18年３月31日まで）及び当事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の連結財務諸表及び財務諸

表について、あずさ監査法人により監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

   
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１ 現金及び預金  639,889 481,585 

２ 受取手形及び売掛金  837,388 773,373 

３ たな卸資産  1,245,368 757,295 

４ 繰延税金資産  121,399 96,018 

５ その他  192,523 144,643 

貸倒引当金  △1,903 △1,329 

流動資産合計  3,034,665 40.5 2,251,587 32.7

Ⅱ 固定資産    

１ 有形固定資産    

(1）建物及び構築物 ※２ 2,558,736 2,586,013   

減価償却累計額  1,421,141 1,137,594 1,510,601 1,075,411 

(2）機械装置及び運搬具  460,354 673,634   

減価償却累計額  288,448 171,906 335,862 337,772 

(3）土地 ※２ 2,679,941 2,679,941 

(4）その他  343,297 274,354   

減価償却累計額  270,963 72,334 212,210 62,144 

有形固定資産合計  4,061,776 54.2 4,155,269 60.2

２ 無形固定資産  49,045 0.6 67,274 1.0

３ 投資その他の資産    

(1）投資有価証券 ※１ 209,540 247,022 

(2）繰延税金資産  98,605 91,510 

(3）その他  45,186 81,430 

投資その他の資産合計  353,331 4.7 419,963 6.1

固定資産合計  4,464,153 59.5 4,642,507 67.3

資産合計  7,498,819 100.0 6,894,095 100.0 

        
 



   
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１ 買掛金 ※２ 1,674,096 1,292,967 

２ 短期借入金  103,300 99,300 

３ 未払法人税等  88,551 64,207 

４ 賞与引当金  196,891 172,141 

５ その他  477,200 332,461 

流動負債合計  2,540,040 33.9 1,961,077 28.4

Ⅱ 固定負債    

１ 長期借入金   141,800 42,500 

２ 退職給付引当金  288,379 298,397 

３ 役員退職慰労金引当金  41,600 50,425 

４ その他  12,481 15,034 

固定負債合計  484,261 6.4 406,357 5.9

負債合計  3,024,301 40.3 2,367,435 34.3

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※３ 961,000 12.8 961,000 13.9

Ⅱ 資本剰余金  827,360 11.1 827,360 12.0

Ⅲ 利益剰余金  2,649,044 35.3 2,678,584 38.9

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

 53,468 0.7 76,070 1.1

Ⅴ 自己株式 ※４ △16,355 △0.2 △16,355 △0.2

資本合計  4,474,517 59.7 4,526,660 65.7

負債及び資本合計  7,498,819 100.0 6,894,095 100.0 

        



②【連結損益計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高  16,339,426 100.0 15,299,374 100.0 

Ⅱ 売上原価  13,454,358 82.3 12,299,273 80.4

売上総利益  2,885,068 17.7 3,000,100 19.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 2,548,172 15.6 2,783,776 18.2

営業利益  336,895 2.1 216,324 1.4

Ⅳ 営業外収益    

１ 受取利息  140 55   

２ 受取配当金  6,295 7,407   

３ 受取手数料  3,284 9,749   

４ 重量税等還付金  － 3,704   

５ その他  4,544 14,265 0.0 8,357 29,275 0.2

Ⅴ 営業外費用    

１ 支払利息  6,034 5,732   

２ 商品評価損  6,783 94   

３ 車両事故損害金  2,260 1,765   

４ 売上割引  －     1,056   

５ その他  2,047 17,126 0.1 2,012 10,660 0.1

経常利益  334,034 2.0 234,938 1.5

Ⅵ 特別利益    

１ 前期損益修正益 ※２ － 1,804   

２ 固定資産売却益 ※３ 10,900 －   

３ 貸倒引当金戻入益  － 10,900 0.1 584 2,388 0.0

Ⅶ 特別損失    

１ 固定資産除却損 ※４ 19,088 19,088 0.1 6,327 6,327 0.0

税金等調整前当期純利
益 

 325,846 2.0 230,998 1.5

法人税、住民税及び事
業税 

 121,967 78,087   

法人税等調整額  4,074 126,042 0.8 17,594 95,681 0.6

当期純利益  199,804 1.2 135,316 0.9

        



③【連結剰余金計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

（資本剰余金の部）   

Ⅰ 資本剰余金期首残高  827,360  827,360

Ⅱ 資本剰余金期末残高  827,360  827,360

    

（利益剰余金の部）   

Ⅰ 利益剰余金期首残高  2,561,777  2,649,044

Ⅱ 利益剰余金増加高   

１ 当期純利益  199,804 199,804 135,316 135,316

Ⅲ 利益剰余金減少高   

１ 配当金  103,037 96,976 

２ 役員賞与  9,500 112,537 8,800 105,776

Ⅳ 利益剰余金期末残高  2,649,044  2,678,584

      



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

１ 税金等調整前当期純利益  325,846 230,998 

２ 減価償却費  172,383 245,219 

３ 有形固定資産等除却損  19,088 6,327 

４ 貸倒引当金の増加額（△
減少額） 

 494 △574 

５ 賞与引当金の減少額  △30,080 △24,750 

６ 退職給付引当金の増加額  9,635 10,017 

７ 役員退職慰労金引当金の
増加額（△減少額） 

 △5,087 8,825 

８ 受取利息及び受取配当金  △6,436 △7,463 

９ 支払利息  6,034 5,732 

10 有形固定資産売却益  △10,900 － 

11 売上債権の減少額（△増
加額） 

 △241,338 64,014 

12 たな卸資産の減少額  136,416 565,003 

13 その他の資産の減少額
（△増加額） 

 △15,468 47,879 

14 仕入債務の増加額（△減
少額） 

 96,103 △381,129 

15 その他の負債の増加額
（△減少額） 

 31,060 △68,033 

16 未払消費税等の増加額  17,095 3,015 

17 役員賞与の支払額  △9,500 △8,800 

小計  495,348 696,285 

18 利息及び配当金の受取額  6,436 7,463 

19 利息の支払額  △6,034 △5,732 

20 法人税等の支払額  △259,456 △102,430 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 236,293 595,585 

 



   
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

１ 有形固定資産等の取得に
よる支出 

 △245,854 △516,502 

２ 有形固定資産等の売却に
よる収入 

 38,495 － 

３ その他投資等の取得によ
る支出 

 △2,453 △37,111 

４ その他投資等の回収によ
る収入 

 600 － 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △209,212 △553,613 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

１ 長期借入金の返済による
支出 

 △303,300 △103,300 

２ 配当金の支払額  △103,037 △96,976 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △406,337 △200,276 

Ⅳ 現金及び現金同等物の減少
額 

 △379,255 △158,303 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首
残高 

 1,019,145 639,889 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末
残高 

 639,889 481,585 

     



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１ 連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社の数 １社 

連結子会社の名称 

静岡ブイオート㈱ 

１ 連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社の数 １社 

連結子会社の名称 

静岡ブイオート㈱ 

(2）非連結子会社の名称 

静岡スバル物流㈱ 

エススタッフサービス㈱ 

(2）非連結子会社の名称 

静岡スバル物流㈱ 

エススタッフサービス㈱ 

連結の範囲から除いた理由 

非連結子会社２社は、小規模会社であり、合計の

総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）

及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、連結財

務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであり

ます。 

連結の範囲から除いた理由 

同左 

２ 持分法の適用に関する事項 

(1）持分法を適用した非連結子会社又は関連会社の数

及び名称 

該当する会社はありません。 

２ 持分法の適用に関する事項 

(1）持分法を適用した非連結子会社又は関連会社の数

及び名称 

同左 

(2）持分法を適用しない非連結子会社又は関連会社の

名称 

① 非連結子会社 

静岡スバル物流㈱ 

エススタッフサービス㈱ 

(2）持分法を適用しない非連結子会社又は関連会社の

名称 

① 非連結子会社 

静岡スバル物流㈱ 

エススタッフサービス㈱ 

② 関連会社 

該当する会社はありません。 

持分法を適用しない理由 

持分法非適用会社は、当期純損益（持分に見合

う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等か

らみて、持分法の対象から除いても連結財務諸

表に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体とし

ても重要性がないため、持分法の適用範囲から

除外しております。 

② 関連会社 

同左 

  

  

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しており

ます。 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

同左 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算末日の市場価格等に基づく時価法（評価

差額は、全部資本直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定） 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

 



前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

② たな卸資産 

ⅰ 商品 

Ａ 車両    個別法による原価法 

Ｂ 部品・用品 先入先出法による原価法 

Ｃ その他   個別法による原価法 

② たな卸資産 

ⅰ 商品 

Ａ 車両    同左 

Ｂ 部品・用品 移動平均法による原価法 

Ｃ その他   同左 

ⅱ 仕掛品    個別法による原価法 ⅱ 仕掛品    同左 

ⅲ 貯蔵品    最終仕入原価法による原価法 ⅲ 貯蔵品    同左 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

定率法 

ただし、平成10年４月１日以降取得した建物

（建物附属設備を除く）については、定額法 

また、耐用年数は以下のとおりであります。 

建物及び構築物     ３～50年 

機械装置及び運搬具   ２～15年 

その他         ２～20年 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

同左 

  

  

② 無形固定資産 

定額法 

ただし、自社利用のソフトウェアについては社

内における利用可能期間（５年）に基づく定額

法 

② 無形固定資産 

同左 

  

③ 長期前払費用 

均等償却 

③ 長期前払費用 

同左 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率を基に今後の回収可能

性を勘案した率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

② 賞与引当金 

従業員の賞与支給に備えるため、当連結会計年

度に負担すべき支給見込額を計上しておりま

す。 

② 賞与引当金 

同左 

③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき、当連結会計年度末において発生し

ていると認められる額を計上しております。 

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数（14年）によ

る定額法により、それぞれ発生の翌連結会計年

度から費用処理しております。 

③ 退職給付引当金 

同左 

 



前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

④ 役員退職慰労金引当金 

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に

基づく連結会計年度末要支給額を計上しており

ます。 

④ 役員退職慰労金引当金 

同左 

(4）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式に

よっております。 

(4）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価

評価法によっております。 

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

同左 

６ 連結調整勘定の償却に関する事項 

該当事項はありません。 

６ 連結調整勘定の償却に関する事項 

同左 

７ 利益処分項目等の取扱いに関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分につい

て、連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて

作成しております。 

７ 利益処分項目等の取扱いに関する事項 

同左 

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、要求払預金及び取得日から３か月以内に

満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか

負わない短期的な投資であります。 

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

同左 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

────── １．富士重工業株式会社の主導により、全国の同社車両販

売特約店の基幹システムが変更されたことに伴い、当

社も平成17年４月１日から同システムを導入致しまし

た。これは、経理業務の効率化並びに経営データの活

用等による迅速な経営判断を行うためのものでありま

す。 

この新システム導入による会計処理方法の変更は下記

のとおりであります。 

  (1）試乗車及び展示車の処理方法 

 試乗車及び展示に使用する車両については、従来、

たな卸資産として計上しておりましたが、当連結会計

年度より有形固定資産の「機械装置及び運搬具」とし

て計上することといたしました。この変更は、試乗車

及び展示車が販売活動のために所有、使用されている

という実態に基づいて、資産科目を適切に表示するこ

とを目的に行ったものであります。 

 この変更に伴い、有形固定資産の「機械装置及び運

搬具」は、161,404千円増加し、たな卸資産は同額減

少しております。なお、当該変更による損益に与える

影響はありません。 

  (2）たな卸資産の評価方法 

 たな卸資産の評価基準及び評価方法は、従来、部

品・用品については先入先出法による原価法を採用し

ておりましたが、当連結会計年度より移動平均法によ

る原価法に変更することといたしました。この変更

は、価格変動による損益計算への影響を平準化すると

ともに、在庫金額の確定の迅速化を目的に行ったもの

であります。 

 この変更に伴い、従来の方法と比較して、売上総利

益、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益

がそれぞれ1,790千円減少しております。 

  (3）車両売上の収益認識基準 

 車両売上の収益認識時点については、従来、納車時

としておりましたが、当連結会計年度より一部を除い

て、車両の使用者等の登録又は届出完了時とすること

といたしました。この変更は、取引を裏付ける説得力

のある証拠により、客観性を高め、期間損益計算の適

正化を図ること及び売上処理の迅速化を目的に行った

ものであります。 

 この変更に伴い、従来の方法と比較して、売上高が

514,710千円、売上原価が459,011千円、売上総利益、

営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益がそ

れぞれ55,699千円増加しております。 

 



表示方法の変更 

（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  (4）受取奨励金の処理方法 

 富士重工業株式会社からの受取奨励金については、

従来、当社グループが販売特約店等に支払う当該費用

と相殺処理をしておりましたが、当連結会計年度より

売上高に計上することといたしました。この変更は、

他の奨励金の処理との統一化を図ることにより、販売

活動に基づく収益の実態をより適切に表示することを

目的に行ったものであります。 

 この変更に伴い、従来の方法と比較して、売上高が

76,999千円、売上原価が56,017千円、売上総利益が

20,981千円、販売費及び一般管理費が20,981千円それ

ぞれ増加しております。 

 なお、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純

利益に与える影響はありません。 

  (5）製造原価の一部範囲の変更 

 従来、製造原価に計上していた費用の一部につい

て、当連結会計年度より販売費及び一般管理費に計上

することといたしました。この変更は、基幹システム

導入に伴い、原価の範囲を見直した結果、売上高と売

上原価をより直接的に対応させることを目的に行った

ものであります。 

 この変更に伴い、従来の方法と比較して、売上原価

が197,588千円減少し、売上総利益、販売費及び一般

管理費はそれぞれ同額増加しております。なお、営業

利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益に与える

影響はありません。 

  ２．固定資産の減損に係る会計基準 

 当連結会計年度から、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しており

ます。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

──────  「売上割引」は、前連結会計年度までの営業外費用の

「その他」に含めて表示していましたが、重要性が増した

ため区分掲記しました。 

 なお、前連結会計年度における「売上割引」の金額は

1,068千円であります。 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

※１ 非連結子会社に対するものは次のとおりでありま

す。 

※１ 非連結子会社に対するものは次のとおりでありま

す。 

投資有価証券（株式） 27,000千円 投資有価証券（株式） 27,000千円

※２ 担保に供している資産及びこれに対応する債務は

次のとおりであります。 

※２ 担保に供している資産及びこれに対応する債務は

次のとおりであります。 

(イ）担保に供している資産 (イ）担保に供している資産 

建物及び構築物 126,555千円

土地 41,720千円

計 168,275千円

建物及び構築物 119,579千円

土地 41,720千円

計 161,300千円

(ロ）上記担保に供している資産に対応する債務 (ロ）上記担保に供している資産に対応する債務 

買掛金 160,000千円 買掛金 160,000千円

※３ 当社の発行済株式総数は、以下のとおりでありま

す。 

※３ 当社の発行済株式総数は、以下のとおりでありま

す。 

普通株式 6,100,000株 普通株式 6,100,000株

※４ 自己株式の保有数 

連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株式

の数は、以下のとおりであります。 

※４ 自己株式の保有数 

連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株式

の数は、以下のとおりであります。 

普通株式 39,000株 普通株式 39,000株

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次の

とおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次の

とおりであります。 

給与 856,981千円

賞与引当金繰入額 125,892千円

退職給付引当金繰入額 48,780千円

役員退職慰労金引当金繰入額 10,625千円

給与 841,660千円

賞与引当金繰入額 115,706千円

退職給付引当金繰入額 51,151千円

役員退職慰労金引当金繰入額 11,075千円

※２        ──────  ※２ 前期損益修正益1,804千円は、過年度収益計上追加

額であります。 

※３ 固定資産売却益の内訳は、次のとおりでありま

す。 

※３        ──────  

機械装置及び運搬具 10,900千円  

※４ 固定資産除却損の内訳は、次のとおりでありま

す。 

※４ 固定資産除却損の内訳は、次のとおりでありま

す。 

建物及び構築物 12,881千円

機械装置及び運搬具 1,727千円

その他（工具、器具及び備品） 287千円

その他（固定資産解体撤去費

用） 
4,191千円

計 19,088千円

建物及び構築物 243千円

機械装置及び運搬具 60千円

その他（工具、器具及び備品） 5,299千円

ソフトウェア  333千円

その他（固定資産解体撤去費

用） 
391千円

計 6,327千円



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 減損処理にあたっては、連結会計年度末日における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損

処理を行い、30％～50％程度下落した場合には、回復可能性を考慮して必要と認められた額について減損処理

を行うこととしております。 

２ 時価評価されていない有価証券 

前連結会計年度（平成17年３月31日現在） 

 時価評価されていない有価証券については重要性が乏しいため、連結財務諸表規則第15条の６第２項の

規定により、記載を省略しております。 

当連結会計年度（平成18年３月31日現在） 

 時価評価されていない有価証券については重要性が乏しいため、連結財務諸表規則第15条の６第２項の

規定により、記載を省略しております。 

（デリバティブ取引関係） 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 当社グループは、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 当社グループは、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 639,889千円

現金及び現金同等物 639,889千円

現金及び預金勘定 481,585千円

現金及び現金同等物 481,585千円

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 該当事項はありません。 同左 

区分 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日現在） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日現在） 

取得原価 
（千円） 

連結決算日にお
ける連結貸借対
照表計上額 
（千円） 

差額 
（千円） 

取得原価 
（千円） 

連結決算日にお
ける連結貸借対
照表計上額 
（千円） 

差額 
（千円） 

連結貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの 
            

株式 91,493 180,185 88,691 91,930 218,083 126,153 

小計 91,493 180,185 88,691 91,930 218,083 126,153 

連結貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの 
            

株式 436 415 △20 － － － 

小計 436 415 △20 － － － 

合計 91,930 180,601 88,670 91,930 218,083 126,153 



（退職給付関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社グループ（当社及び連結子会社）は、確定給付

型の制度として、適格退職年金制度及び退職一時金

制度を設けております。 

退職一時金制度の一部については、昭和57年３月１

日より適格退職年金制度を採用し、平成７年３月１

日からは制度対象者を従来の55才達齢者のみから退

職者全員に変更し、退職金支給規程に定められた給

付の８割を移行しております。 

１ 採用している退職給付制度の概要 

同左 

２ 退職給付債務に関する事項（平成17年３月31日現

在） 

２ 退職給付債務に関する事項（平成18年３月31日現

在） 

(1）退職給付債務 △860,447千円

(2）年金資産 417,237千円

(3）未積立退職給付債務（(1)＋(2)） △443,209千円

(4）未認識数理計算上の差異 154,829千円

(5）退職給付引当金（(3)＋(4)） △288,379千円

(1）退職給付債務 △905,330千円

(2）年金資産 523,661千円

(3）未積立退職給付債務（(1)＋(2)） △381,668千円

(4）未認識数理計算上の差異 83,271千円

(5）退職給付引当金（(3)＋(4)） △298,397千円

３ 退職給付費用に関する事項 

（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

３ 退職給付費用に関する事項 

（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

(1）勤務費用 51,380千円

(2）利息費用 16,888千円

(3）期待運用収益 △1,909千円

(4）数理計算上の差異の費用処理額 15,466千円

(5）その他 △2,028千円

(6）退職給付費用 

（(1)＋(2)＋(3)＋(4)＋(5)） 
79,796千円

(1）勤務費用 52,568千円

(2）利息費用 17,199千円

(3）期待運用収益 △2,086千円

(4）数理計算上の差異の費用処理額 14,504千円

(5）その他 △2,293千円

(6）退職給付費用 

（(1)＋(2)＋(3)＋(4)＋(5)） 
79,892千円

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 ４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

(1）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

(2）割引率 2.0％

(3）期待運用収益率 0.5％

(4）数理計算上の差異の処理年数 14年

(1）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

(2）割引率 2.0％

(3）期待運用収益率 0.5％

(4）数理計算上の差異の処理年数 14年

（その発生時における従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数による定額法により、それぞれ発生

の翌連結会計年度から費用処理しております。） 

同左 



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（繰延税金資産）  

賞与引当金 78,165千円

退職給付引当金 111,357千円

役員退職慰労金引当金 16,515千円

その他 52,518千円

繰延税金資産合計 258,556千円

   

（繰延税金負債）  

その他有価証券評価差額金 △35,210千円

特別償却準備金 △3,340千円

繰延税金負債合計 △38,551千円

繰延税金資産の純額 220,004千円

（繰延税金資産）  

賞与引当金 68,339千円

退職給付引当金 118,463千円

役員退職慰労金引当金 20,018千円

その他 33,471千円

繰延税金資産合計 240,294千円

   

（繰延税金負債）  

その他有価証券評価差額金 △50,082千円

特別償却準備金 △2,681千円

繰延税金負債合計 △52,764千円

繰延税金資産の純額 187,529千円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 39.7％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されな

い項目 
0.5％

受取配当金等永久に益金に算入さ

れない項目 
△1.2％

住民税均等割等 2.6％

ＩＴ投資促進税制 △1.6％

その他 △1.3％

税効果会計適用後の法人税等の負

担率 
38.7％

法定実効税率 39.7％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されな

い項目 
0.8％

受取配当金等永久に益金に算入さ

れない項目 
△1.9％

住民税均等割等 4.1％

ＩＴ投資促進税制 △1.3％

税効果会計適用後の法人税等の負

担率 
41.4％



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 事業の種類は「自動車関連事業」のみとなっておりますので、事業の種類別セグメント情報の記載を省略し

ております。 

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 事業の種類は「自動車関連事業」のみとなっておりますので、事業の種類別セグメント情報の記載を省略し

ております。 

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 在外連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 在外連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 海外売上高については、該当事項はありません。 

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 海外売上高については、該当事項はありません。 

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

(1）役員及び個人主要株主等 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

 （注） 自動車の販売については、一般の取引条件と同様に決定しております。 

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

(1）役員及び個人主要株主等 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

 （注） 自動車の販売については、一般の取引条件と同様に決定しております。 

属性 
会社等の名
称 

住所 
資本金又
は出資金 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高 
（千円） 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

役員及び

その近親

者 

古達 幹夫 － － 
当社取締

役社長 

（被所有） 

直接 0.082 
－ － 

自動車の販

売 
2,485 売掛金 － 

属性 
会社等の名
称 

住所 
資本金又
は出資金 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高 
（千円） 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

役員及び

その近親

者 

河村正孝 － － 
当社取締

役 

（被所有） 

直接 0.049 
－ － 

自動車の販

売 
1,885 売掛金 － 

役員及び

その近親

者 

鈴木辰衛 

(鈴木惠子

の父) 

－ － － 
（被所有） 

直接 2.475 
－ － 

自動車の販

売 
1,122 売掛金 1,260 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 736.79円

１株当たり当期純利益 31.51円

１株当たり純資産額 745.64円

１株当たり当期純利益 21.12円

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式がないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式がないため記載しておりません。 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当期純利益（千円） 199,804 135,316 

普通株主に帰属しない金額（千円） 8,800 7,300 

（うち、利益処分による役員賞与金） (8,800) (7,300) 

普通株式に係る当期純利益（千円） 191,004 128,016 

普通株式の期中平均株式数（千株） 6,061 6,061 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

 （注）１ 「平均利率」については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年内における１年ごとの返済予定額の

総額は以下のとおりであります。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

平均利率
（％） 

返済期限 

１年以内に返済予定の長期借入金 103,300 99,300 1.05 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 141,800 42,500 0.96 
平成19年６月～ 

平成20年３月 

合計 245,100 141,800 － － 

区分 
１年超２年以内 
（千円） 

２年超３年以内 
（千円） 

３年超４年以内 
（千円） 

４年超５年以内 
（千円） 

長期借入金 42,500 － － － 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１ 現金及び預金  537,810 381,957 

２ 受取手形  22,657 20,856 

３ 売掛金  774,489 732,942 

４ 商品  1,114,276 650,089 

５ 仕掛品  － 7,349 

６ 貯蔵品  2,388 2,878 

７ 前払費用  12,427 13,787 

８ 繰延税金資産  115,930 92,202 

９ 未収入金  160,856 119,254 

10 その他  12,014 7,403 

11 貸倒引当金  △1,481 △1,091 

流動資産合計  2,751,368 37.5 2,027,631 29.9

Ⅱ 固定資産    

１ 有形固定資産    

(1）建物 ※１ 2,163,570 2,189,093   

減価償却累計額  1,166,772 996,798 1,238,875 950,218 

(2）構築物  393,760 395,514   

減価償却累計額  254,024 139,736 271,199 124,315 

(3）機械及び装置  243,402 261,475   

減価償却累計額  177,979 65,423 189,910 71,565 

(4）車両運搬具  205,662 386,361   

減価償却累計額  101,204 104,457 134,962 251,398 

(5）工具、器具及び備品  331,897 263,055   

減価償却累計額  261,394 70,503 202,306 60,748 

(6）土地 ※１ 2,679,941 2,679,941 

有形固定資産合計  4,056,859 55.3 4,138,187 61.0

 



   
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

２ 無形固定資産    

(1）借地権  9,948 9,948 

(2）ソフトウェア  30,866 49,190 

(3）電話加入権  7,420 7,406 

無形固定資産合計  48,236 0.6 66,545 1.0

３ 投資その他の資産    

(1）投資有価証券  182,440 219,922 

(2）関係会社株式  158,392 158,392 

(3）出資金  280 290 

(4）長期前払費用  3,661 5,414 

(5）繰延税金資産  97,299 89,972 

(6）敷金・保証金  38,778 73,101 

(7）その他  2,400 2,400 

投資その他の資産合計  483,251 6.6 549,492 8.1

固定資産合計  4,588,347 62.5 4,754,225 70.1

資産合計  7,339,716 100.0 6,781,856 100.0 

     

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１ 買掛金 ※１ 1,569,646 1,230,137 

２ 一年以内返済予定長期
借入金 

 103,300 99,300 

３ 未払金  240,402 98,314 

４ 未払費用  61,088 71,030 

５ 未払法人税等  86,304 62,688 

６ 未払消費税等  28,748 32,577 

７ 前受金  89,318 20,053 

８ 預り金  38,990 94,024 

９ 賞与引当金  187,844 163,845 

流動負債合計  2,405,643 32.8 1,871,972 27.6

 



   
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅱ 固定負債    

１ 長期借入金   141,800 42,500 

２ 退職給付引当金  287,904 295,712 

３ 役員退職慰労金引当金  39,125 49,400 

４ その他  12,481 15,034 

固定負債合計  481,311 6.5 402,647 5.9

負債合計  2,886,954 39.3 2,274,619 33.5

     

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※３ 961,000 13.1 961,000 14.2

Ⅱ 資本剰余金    

１ 資本準備金  827,360 827,360   

資本剰余金合計  827,360 11.3 827,360 12.2

Ⅲ 利益剰余金    

１ 利益準備金  240,250 240,250   

２ 任意積立金    

(1）特別償却準備金  7,075 5,097   

(2）別途積立金  1,930,000 1,930,000   

３ 当期未処分利益  449,961 483,814   

利益剰余金合計  2,627,287 35.8 2,659,162 39.2

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

 53,468 0.7 76,070 1.1

Ⅴ 自己株式 ※４ △16,355 △0.2 △16,355 △0.2

資本合計  4,452,761 60.7 4,507,237 66.5

負債及び資本合計  7,339,716 100.0 6,781,856 100.0 

     



②【損益計算書】 

   
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高    

１ 商品売上高  12,457,982 11,464,908   

２ 整備売上高  2,198,924 2,182,970   

３ その他営業収益 ※１ 627,028 15,283,935 100.0 726,656 14,374,535 100.0 

Ⅱ 売上原価    

１ 商品売上原価    

(1）期首商品たな卸高  1,219,895 1,114,276   

(2）当期商品仕入高  11,468,860 10,465,840   

(3）他勘定受入高 ※２ 505,682 736,431   

計  13,194,437 12,316,548   

(4）他勘定振替高 ※３ 1,223,733 1,609,027   

(5）期末商品たな卸高  1,114,276 10,856,427 650,089 10,057,431 

２ 整備売上原価  1,722,878 1,483,801 

売上原価合計  12,579,306 82.3 11,541,232 80.3

売上総利益  2,704,629 17.7 2,833,302 19.7

 



   
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅲ 販売費及び一般管理費    

１ 広告宣伝費  174,663 82,448   

２ 販売促進費  117,106 322,609   

３ 貸倒引当金繰入額  627 －   

４ 運賃  158,915 163,818   

５ 役員報酬  43,845 43,672   

６ 給与  807,569 798,956   

７ 賞与  124,276 89,839   

８ 賞与引当金繰入額  119,419 109,584   

９ 退職給与  800 －   

10 退職給付引当金繰入額  46,151 48,234   

11 役員退職慰労金引当金
繰入額 

 9,200 10,275   

12 福利厚生費  169,902 162,466   

13 水道光熱費  28,578 47,760   

14 通信情報費  40,140 66,537   

15 減価償却費  86,208 191,617   

16 車両費  46,303 3,008   

17 事務用消耗品費  84,306 21,812   

18 賃借料  77,594 111,592   

19 租税公課  57,275 85,418   

20 その他  198,064 2,390,949 15.6 275,624 2,635,276 18.3

営業利益  313,680 2.1 198,025 1.4

Ⅳ 営業外収益    

１ 受取利息  140 55   

２ 受取配当金 ※４ 11,095 12,207   

３ 受取手数料 ※４ 4,484 10,949   

４ 受取賃貸料 ※４ 15,348 15,244   

５ 損害保険差益  754 1,562   

６ その他  3,041 34,864 0.1 9,512 49,532 0.3

     
 



   
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅴ 営業外費用    

１ 支払利息  6,034 5,732   

２ 賃貸不動産減価償却費  5,683 5,017   

３ 商品評価損  5,560 －   

４ 車両事故損害金  1,428 1,070   

５ その他  2,879 21,586 0.1 3,764 15,584 0.1

経常利益  326,959 2.1 231,974 1.6

Ⅵ 特別利益    

１ 前期損益修正益 ※５ － 1,804   

２ 固定資産売却益 ※６ 10,900 －   

３ 貸倒引当金戻入益  － 10,900 0.1 390 2,194 0.0

Ⅶ 特別損失    

１ 固定資産除却損 ※７ 19,088 19,088 0.1 6,286 6,286 0.0

税引前当期純利益  318,771 2.1 227,881 1.6

法人税、住民税及び事
業税 

 118,645 76,356   

法人税等調整額  2,982 121,628 0.8 16,174 92,530 0.6

当期純利益  197,142 1.3 135,350 1.0

前期繰越利益  301,306 396,952 

中間配当額  48,488 48,488 

当期未処分利益  449,961 483,814 

     



製造原価明細書 

 （注） 

   
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 材料費  1,056,956 45.3 1,133,683 52.9

Ⅱ 労務費  708,645 30.4 632,161 29.5

Ⅲ 経費    

１ 外注加工費  337,893 275,145   

２ その他  229,671 567,565 24.3 102,910 378,056 17.6

当期総整備費用  2,333,167 100.0 2,143,900 100.0 

期首仕掛品たな卸高  12,926 － 

計  2,346,093 2,143,900 

期末仕掛品たな卸高  － 7,349 

他勘定振替高 ※２ 623,214 652,749 

計  623,214 660,099 

当期整備原価  1,722,878 1,483,801 

前事業年度 当事業年度 

 １ 原価計算の方法 

個別原価計算を採用しております。 

 １ 原価計算の方法 

同左 

※２ 他勘定振替高の内訳 ※２ 他勘定振替高の内訳 

商品原価へ 473,086千円

販売費及び一般管理費へ 150,128千円

計 623,214千円

商品原価へ 526,039千円

販売費及び一般管理費へ 126,710千円

計 652,749千円



③【利益処分計算書】 

 （注） 日付は株主総会承認日であります。 

   
前事業年度 

（平成17年６月28日） 
当事業年度 

（平成18年６月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益  449,961  483,814

Ⅱ 任意積立金取崩額   

１ 特別償却準備金取崩額  1,978 1,978 1,978 1,978

合計  451,940  485,793

Ⅲ 利益処分額   

１ 配当金  48,488 48,488 

２ 取締役賞与金  6,500 54,988 6,000 54,488

Ⅳ 次期繰越利益  396,952  431,305

    



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1）子会社株式…移動平均法による原価

法 

(1）子会社株式…同左 

 (2）その他有価証券 

時価のあるもの…期末日の市場価格

等に基づく時価法 

（評価差額は全部

資本直入法により

処理し、売却原価

は移動平均法によ

り算定） 

(2）その他有価証券 

時価のあるもの…同左 

 時価のないもの…移動平均法による

原価法 

時価のないもの…同左 

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1）商品 

① 車両 

個別法による原価法 

(1）商品 

① 車両 

同左 

 ② 部品・用品 

先入先出法による原価法 

② 部品・用品 

移動平均法による原価法 

 ③ その他 

個別法による原価法 

③ その他 

同左 

 (2）仕掛品 

個別法による原価法 

(2）仕掛品 

同左 

 (3）貯蔵品 

最終仕入原価法による原価法 

(3）貯蔵品 

同左 

３ 固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

定率法 

ただし、平成10年４月１日以降取得

した建物（建物附属設備を除く）に

ついては、定額法 

また、耐用年数は以下のとおりであ

ります。 

建物        ３～50年 

構築物       ７～50年 

機械及び装置    ２～15年 

車両運搬具     ２～６年 

工具、器具及び備品 ２～20年 

(1）有形固定資産 

同左 

 (2）無形固定資産 

定額法 

ただし、自社利用のソフトウェアに

ついては社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法 

(2）無形固定資産 

同左 

 (3）長期前払費用 

均等償却 

(3）長期前払費用 

同左 

 



項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

４ 引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

を基に今後の回収可能性を勘案した

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上してお

ります。 

(1）貸倒引当金 

同左 

 (2）賞与引当金 

従業員の賞与支給に備えるため、当

期に負担すべき支給見込額を計上し

ております。 

(2）賞与引当金 

同左 

 (3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当

期末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、当期末にお

いて発生していると認められる額を

計上しております。 

数理計算上の差異は、各期の発生時

における従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（14年）による定

額法により、それぞれ発生の翌期か

ら費用処理しております。 

(3）退職給付引当金 

同左 

 (4）役員退職慰労金引当金 

役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計

上しております。 

(4）役員退職慰労金引当金 

同左 

５ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税

抜き方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 



会計処理方法の変更 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

────── １．富士重工業株式会社の主導により、全国の同社車両販

売特約店の基幹システムが変更されたことに伴い、当

社も平成17年４月１日から同システムを導入致しまし

た。これは、経理業務の効率化並びに経営データの活

用等による迅速な経営判断を行うためのものでありま

す。 

この新システム導入による会計処理方法の変更は下記

のとおりであります。 

  (1）試乗車及び展示車の処理方法 

 試乗車及び展示に使用する車両については、従来、

たな卸資産の「商品」として計上しておりましたが、

当事業年度より有形固定資産の「車両運搬具」として

計上することといたしました。この変更は、試乗車及

び展示車が販売活動のために所有、使用されていると

いう実態に基づいて、資産科目を適切に表示すること

を目的に行ったものであります。 

 この変更に伴い、有形固定資産の「車両運搬具」

は、148,041千円増加し、たな卸資産の「商品」は同

額減少しております。なお、当該変更による損益に与

える影響はありません。 

  (2）たな卸資産の評価方法 

 たな卸資産の評価基準及び評価方法は、従来、部

品・用品については先入先出法による原価法を採用し

ておりましたが、当事業年度より移動平均法による原

価法に変更することといたしました。この変更は、価

格変動による損益計算への影響を平準化するととも

に、在庫金額の確定の迅速化を目的に行ったものであ

ります。 

 この変更に伴い、従来の方法と比較して、売上総利

益、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益がそれ

ぞれ1,790千円減少しております。 

  (3）車両売上の収益認識基準 

 車両売上の収益認識時点については、従来、納車時

としておりましたが、当事業年度より一部を除いて、

車両の使用者等の登録又は届出完了時とすることとい

たしました。この変更は、取引を裏付ける説得力のあ

る証拠により、客観性を高め、期間損益計算の適正化

を図ること及び売上処理の迅速化を目的に行ったもの

であります。 

 この変更に伴い、従来の方法と比較して、売上高が

514,710千円、売上原価が459,011千円、売上総利益、

営業利益、経常利益及び税引前当期純利益がそれぞれ

55,699千円増加しております。 

 



前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  (4）受取奨励金の処理方法 

 富士重工業株式会社からの受取奨励金については、

従来、当社が販売特約店等に支払う当該費用と相殺処

理をしておりましたが、当事業年度より売上高に計上

することといたしました。この変更は、他の奨励金の

処理との統一化を図ることにより、販売活動に基づく

収益の実態をより適切に表示することを目的に行った

ものであります。 

 この変更に伴い、従来の方法と比較して、売上高が

55,616千円、売上原価が35,799千円、売上総利益が

19,817千円、販売費及び一般管理費が19,817千円それ

ぞれ増加しております。 

 なお、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益に

与える影響はありません。 

  (5）製造原価の一部範囲の変更 

 従来、製造原価に計上していた費用の一部につい

て、当事業年度より販売費及び一般管理費に計上する

ことといたしました。この変更は、基幹システム導入

に伴い、原価の範囲を見直した結果、売上高と売上原

価をより直接的に対応させることを目的に行ったもの

であります。 

 この変更に伴い、従来の方法と比較して、売上原価

が186,688千円減少し、売上総利益、販売費及び一般

管理費はそれぞれ同額増加しております。なお、営業

利益、経常利益及び税引前当期純利益に与える影響は

ありません。 

  ２．固定資産の減損に係る会計基準 

 当事業年度から、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しており

ます。 

 これによる損益に与える影響はありません。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

※１ 担保に供している資産及びこれに対応する債務は

次のとおりであります。 

※１ 担保に供している資産及びこれに対応する債務は

次のとおりであります。 

(イ）担保に供している資産 (イ）担保に供している資産 

建物 126,555千円

土地 41,720千円

計 168,275千円

建物 119,579千円

土地 41,720千円

計 161,300千円

(ロ）上記に対応する債務 (ロ）上記に対応する債務 

買掛金 160,000千円 買掛金 160,000千円

 ２ 偶発債務 

下記の関係会社の仕入及び経費等に係る債務に対

して債務保証を行っております。 

 ２ 偶発債務 

下記の関係会社の仕入及び経費等に係る債務に対

して債務保証を行っております。 

静岡ブイオート株式会社 104,715千円 静岡ブイオート株式会社 63,113千円

※３ 会社が発行する株式の総数 ※３ 会社が発行する株式の総数 

普通株式 22,000,000株 普通株式 22,000,000株

ただし、定款の定めにより自己株式の消却が行わ

れた場合には、これに相当する株式数を減ずるこ

ととなっております。 

ただし、定款の定めにより自己株式の消却が行わ

れた場合には、これに相当する株式数を減ずるこ

ととなっております。 

発行済株式総数  

普通株式 6,100,000株

発行済株式総数  

普通株式 6,100,000株

※４ 自己株式の保有数 ※４ 自己株式の保有数 

普通株式 39,000株 普通株式 39,000株

 ５ 配当制限 

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は、53,468

千円であります。 

 ５ 配当制限 

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は、76,070

千円であります。 



（損益計算書関係） 

（リース取引関係） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ その他営業収益 

受取販売手数料、クレジット手数料、保険手数

料、受取奨励金等を計上しております。 

※１ その他営業収益 

同左 

※２ 他勘定受入高 ※２ 他勘定受入高 

整備原価より 473,086千円

車両運搬具より 32,596千円

計 505,682千円

整備原価より 526,039千円

車両運搬具より 210,392千円

計 736,431千円

※３ 他勘定振替高 ※３ 他勘定振替高 

整備原価（材料費）へ 1,056,956千円

整備原価（経費）へ 17,269千円

車両運搬具へ 98,167千円

商品評価損 5,560千円

広告宣伝費へ 45,780千円

計 1,223,733千円

整備原価（材料費）へ 1,133,683千円

整備原価（経費）へ 16,229千円

車両運搬具へ 459,114千円

計 1,609,027千円

※４ 営業外収益のうち関係会社に係わるものは次のと

おりであります。 

※４ 営業外収益のうち関係会社に係わるものは次のと

おりであります。 

受取配当金 8,800千円

受取手数料 2,400千円

受取賃貸料 15,040千円

受取配当金 9,800千円

受取手数料 2,400千円

受取賃貸料 14,650千円

※５        ────── ※５ 前期損益修正益1,804千円は過年度収益計上追加額

であります。 

※６ 固定資産売却益 ※６        ────── 

車両運搬具 10,900千円  

※７ 固定資産除却損 ※７ 固定資産除却損 

建物 9,313千円

構築物 3,568千円

車両運搬具 1,727千円

工具、器具及び備品 287千円

固定資産解体撤去費用 4,191千円

計 19,088千円

構築物 243千円

機械及び装置 24千円

工具、器具及び備品 5,294千円

ソフトウェア  333千円

固定資産解体撤去費用 391千円

計 6,286千円

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 該当事項はありません。 同左 



（有価証券関係） 

前事業年度（平成17年３月31日） 

 子会社株式で時価のあるものは、ありません。 

当事業年度（平成18年３月31日） 

 子会社株式で時価のあるものは、ありません。 

（税効果会計関係） 

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（繰延税金資産）  

賞与引当金 74,574千円

退職給付引当金 111,168千円

役員退職慰労金引当金 15,532千円

その他 50,505千円

繰延税金資産合計 251,781千円

   

（繰延税金負債）  

その他有価証券評価差額金 △35,210千円

特別償却準備金 △3,340千円

繰延税金負債合計 △38,551千円

繰延税金資産の純額 213,229千円

（繰延税金資産）  

賞与引当金 65,046千円

退職給付引当金 117,397千円

役員退職慰労金引当金 19,611千円

その他 32,883千円

繰延税金資産合計 234,939千円

   

（繰延税金負債）  

その他有価証券評価差額金 △50,082千円

特別償却準備金 △2,681千円

繰延税金負債合計 △52,764千円

繰延税金資産の純額 182,174千円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 39.7％

（調整）  

住民税均等割等 2.6％

交際費等永久に損金に算入されな

い項目 
0.6％

受取配当金等永久に益金に算入さ

れない項目 
△1.2％

ＩＴ投資促進税制 △1.7％

その他 △1.8％

税効果会計適用後の法人税等の負

担率 
38.2％

法定実効税率 39.7％

（調整）  

住民税均等割等 3.9％

交際費等永久に損金に算入されな

い項目 
0.8％

受取配当金等永久に益金に算入さ

れない項目 
△1.9％

ＩＴ投資促進税制 △1.4％

その他 △0.5％

税効果会計適用後の法人税等の負

担率 
40.6％



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 733.58円

１株当たり当期純利益 31.45円

１株当たり純資産額 742.65円

１株当たり当期純利益 21.34円

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式がないため、記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式がないため、記載しておりません。 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当期純利益（千円） 197,142 135,350 

普通株主に帰属しない金額（千円） 6,500 6,000 

（うち、利益処分による役員賞与金） (6,500) (6,000) 

普通株式に係る当期純利益（千円） 190,642 129,350 

普通株式の期中平均株式数（千株） 6,061 6,061 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

富士重工業㈱ 125,479 86,831 

㈱清水銀行 10,100 58,984 

焼津水産化学工業㈱ 24,420 37,362 

㈱静岡銀行 17,000 20,196 

㈱静岡県自販会館 3,478 1,739 

㈱みずほフィナンシャルグループ 14 14,146 

㈱すみや 2,772 562 

㈱日本平ゴルフ場 10 100 

小計 183,273 219,922 

計 183,273 219,922 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）１ 当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。 

２ 当期減少額のうち主なものは、次のとおりであります。 

３ 無形固定資産については、資産総額の１％以下のため、前期末残高、当期増加額及び当期減少額の記載を省

略しております。 

４ 電話加入権の（ ）の数字は内数で非償却資産であります。 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額 
（千円） 

当期償却額
（千円） 

差引当期末
残高 
（千円） 

摘要 

有 

形 

固 

定 

資 

産 

建物 2,163,570 25,523 － 2,189,093 1,238,875 72,102 950,218   

構築物 393,760 2,538 785 395,514 271,199 17,716 124,315   

機械及び装置 243,402 18,557 485 261,475 189,910 12,390 71,565   

車両運搬具 205,662 459,064 278,365 386,361 134,962 101,782 251,398   

工具、器具及び備品 331,897 17,046 85,889 263,055 202,306 21,506 60,748   

土地 2,679,941 － － 2,679,941 － － 2,679,941   

建設仮勘定 － 37,816 37,816 － － － －   

計 6,018,235 560,547 403,341 6,175,441 2,037,254 225,499 4,138,187   

無 

形 

固 

定 

資 

産 

借地権 － － － 9,948 － － 9,948   

ソフトウェア － － － 66,208 17,018 12,316 49,190   

電話加入権 － － － 
7,676 

(7,392)
270 14 

7,406 

(7,392)
  

計 － － － 
83,834 

(7,392)
17,288 12,330 

66,545 

(7,392)
  

長期前払費用 10,785 6,011 6,412 10,384 4,970 866 5,414   

繰 

延 

資 

産 

－ － － － － － － －   

計 － － － － － － －   

建物 三島営業所ショールーム増設 10,549千円

  浜松ボディサービスセンター新築  9,172千円

機械及び装置  浜松ボディサービスセンター新築 18,557千円

車両運搬具  社用車 284台 459,064千円

工具、器具及び備品  浜松営業所カウンター一式 3,983千円

  三島営業所他故障診断機導入 3,762千円

建設仮勘定 浜松ボディサービスセンター新築 37,816千円

車両運搬具 社用車 188台 210,342千円

工具、器具及び備品 本社他旧基幹システム機器廃棄 4,930千円

建設仮勘定 浜松ボディサービスセンター新築工事へ振替  37,816千円



【資本金等明細表】 

 （注）１ 当期末における自己株式は39,000株であります。 

２ 任意積立金の減少の原因は、前期決算の利益処分によるものであります。 

【引当金明細表】 

 （注） 貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、洗替による戻入額であります。 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（千円） 961,000 － － 961,000 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式（注）１ （株） (6,100,000) (－) (－) (6,100,000) 

普通株式 （千円） 961,000 － － 961,000 

計 （株） (6,100,000) (－) (－) (6,100,000) 

計 （千円） 961,000 － － 961,000 

資本準備金及

びその他資本

剰余金 

（資本準備金）           

株式払込剰余金 （千円） 827,360 － － 827,360 

計 （千円） 827,360 － － 827,360 

利益準備金及

び任意積立金 

（利益準備金） （千円） 240,250 － － 240,250 

（任意積立金）           

特別償却準備金 

（注）２ 
（千円） 7,075 － 1,978 5,097 

別途積立金（注）２ （千円） 1,930,000 － － 1,930,000 

計 （千円） 2,177,325 － 1,978 2,175,347 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 1,481 1,091 － 1,481 1,091 

賞与引当金 187,844 163,845 187,844 － 163,845 

役員退職慰労金引当金 39,125 10,275 － － 49,400 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

Ａ 現金及び預金 

Ｂ 受取手形 

(a）相手先別内訳 

(b）期日別内訳 

区分 金額（千円） 

現金 1,907 

預金   

当座預金 195,141 

普通預金 184,908 

小計 380,050 

合計 381,957 

相手先 金額（千円） 

東海日産ディーゼル㈱ 9,135 

住商オートリース㈱ 5,065 

東海自動車工業㈱ 2,735 

㈱昭和商会 2,122 

㈱岩城商会 605 

その他 1,193 

合計 20,856 

期日 金額（千円） 

平成18年４月 2,053 

５月 12,000 

６月 6,803 

合計 20,856 



Ｃ 売掛金 

(a）相手先別内訳 

(b）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記当期発生高には消費税等が含まれております。 

Ｄ 商品 

Ｅ 仕掛品 

相手先 金額（千円） 

富士重工業㈱ 22,421 

若山整備センター㈱ 21,786 

静岡県警察本部 21,484 

スバルファイナンス㈱ 16,970 

㈲広石モータース 15,823 

その他 634,455 

合計 732,942 

前期繰越高 

（千円） 

当期発生高 

（千円） 

当期回収高 

（千円） 

当期末残高 

（千円） 
回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

774,489 16,136,127 16,177,674 732,942 95.7 17.0 

品目 金額（千円） 

スバル新車 229,437 

中古車 240,585 

ポルシェ（新車・中古車） 83,601 

特機 13,305 

部品 83,160 

合計 650,089 

品目 金額（千円） 

整備 7,349 



Ｆ 貯蔵品 

② 負債の部 

Ａ 買掛金 

Ｂ 長期借入金 

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

品目 金額（千円） 

販促品 1,072 

収入印紙 748 

切手 234 

その他 823 

合計 2,878 

相手先 金額（千円） 

富士重工業㈱ 1,109,958 

ポルシェジャパン㈱ 52,797 

静岡スバル物流㈱ 14,269 

㈲高橋機工 7,987 

靜甲㈱ 4,614 

その他 40,509 

合計 1,230,137 

区分 金額（千円） 

㈱清水銀行 50,000 

静岡県信用農業協同組合連合会 50,000 

㈱静岡銀行 41,800 

合計 141,800 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

決算期 ３月31日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 10,000株券、1,000株券 

中間配当基準日 ９月30日 

１単元の株式数 1,000株 

株式の名義書換え   

取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 本店 

株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店 

日本証券代行株式会社 本店・全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 印紙税相当額 

単元未満株式の買取り   

取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 本店 

株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店 

日本証券代行株式会社 本店・全国各支店 

買取手数料 

以下の算式により１単元当たりの金額を算定し、これを買取った単元未満

株式の数で按分した金額とする。 

（算式）１株当たりの買取価格に１単元の株式数を乗じた合計金額のうち 

100万円以下の金額につき             1.150％ 

100万円を超え500万円以下の金額につき      0.900％ 

500万円を超え1,000万円以下の金額につき     0.700％ 

1,000万円を超え3,000万円以下の金額につき    0.575％ 

3,000万円を超え5,000万円以下の金額につき    0.375％ 

（円未満の端数を生じた場合には切り捨てる） 

ただし、１単元当たりの算定金額が2,500円に満たない場合は、2,500円と

する。 

公告掲載方法 日本経済新聞 

株主に対する特典 なし 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社の親会社等である靜甲株式会社は、継続開示会社であり、ジャスダック証券取引所に上場しております。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

(1） 有価証券報告書及び

その添付書類 

事業年度 

（第62期） 

自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日 

平成17年６月28日 

東海財務局長に提出。 

          

(2） 半期報告書 （第63期中）自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日 

平成17年12月14日 

東海財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

  平成17年６月28日

静岡スバル自動車株式会社   

 取締役会 御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 山本 哲也  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 山下 和俊  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている 

静岡スバル自動車株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連

結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を

行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、 

静岡スバル自動車株式会社及び連結子会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

  平成18年６月28日

静岡スバル自動車株式会社   

 取締役会 御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 山本 哲也  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 山下 和俊  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている 

静岡スバル自動車株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連

結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を

行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、 

静岡スバル自動車株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更１．に記載されているとおり、会社は以下の会計処理方法を変

更した。 

(1）試乗車及び展示車の処理方法について、たな卸資産として計上する方法から有形固定資産の「機械装置及び運搬

具」として計上する方法に変更した。 

(2）たな卸資産のうち、部品・用品の評価基準及び評価方法について、先入先出法による原価法から移動平均法による

原価法に変更した。 

(3）車両売上の収益認識時点について、納車時に収益認識する方法から登録又は届出完了時に収益認識する方法に変更

した。 

(4）富士重工業株式会社からの受取奨励金の処理方法について、販売特約店等に支払う費用と相殺処理する方法から売

上高に計上する方法に変更した。 

(5）費用の一部について、製造原価に計上する方法から販売費及び一般管理費に計上する方法に変更した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

  平成17年６月28日

静岡スバル自動車株式会社   

 取締役会 御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 山本 哲也  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 山下 和俊  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている 

静岡スバル自動車株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第62期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借

対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、 

静岡スバル自動車株式会社の平成17年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての

重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

  平成18年６月28日

静岡スバル自動車株式会社   

 取締役会 御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 山本 哲也  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 山下 和俊  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている 

静岡スバル自動車株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第63期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借

対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、 

静岡スバル自動車株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての

重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 会計処理方法の変更１．に記載されているとおり、会社は以下の会計処理方法を変更した。 

(1）試乗車及び展示車の処理方法について、たな卸資産の「商品」として計上する方法から有形固定資産の「車両運搬

具」として計上する方法に変更した。 

(2）たな卸資産のうち、部品・用品の評価基準及び評価方法について、先入先出法による原価法から移動平均法による

原価法に変更した。 

(3）車両売上の収益認識時点について、納車時に収益認識する方法から登録又は届出完了時に収益認識する方法に変更

した。 

(4）富士重工業株式会社からの受取奨励金の処理方法について、販売特約店等に支払う費用と相殺処理する方法から売

上高に計上する方法に変更した。 

(5）費用の一部について、製造原価に計上する方法から販売費及び一般管理費に計上する方法に変更した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。 
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